　様式第６号（第10条第１項、第３項、第４項及び第５項関係）

	
	　　　年　月　日　

 （発注者）　　　　　　　　様

受注者　住所　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　

現場代理人、主任（監理）技術者等について（通知）

　　　　　年　　月　　日入札を実施した下記の工事について、現場代理人、主任（監理）技術者等として下記の者を配置予定としたので、工事請負契約書第10条第１項の規定により通知します。

　なお、下記に記載した事項は事実に相違ないことを誓約いたします。

記

	
	 　工事番号及び工事名
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	名　　称
	氏　　名
	施工期間中の居住地

（都道府県及び市町村まで）
	資格区分
	備　　考
	

	
	
	現場代理人
	
	
	
	
	

	
	
	副現場代理人
	
	
	
	
	

	
	
	主任技術者
	
	
	
	
	

	
	
	監理技術者
	
	
	
	
	

	
	
	監理技術者補佐
	
	
	
	
	

	
	
	専門技術者
	
	
	
	
	

	
	
	担当技術者
	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	他の公共工事の受注状況

（本工事と現場代理人、主任（監理）技術者の兼任を行う工事に限る。）

）
	現場代理人、主任（監理）技術者の職名及び氏名
	

	
	
	発注先
	工　事　名
	請負金額（千円）
	工　期
	職名
	氏　名
	

	
	
	
	
	
	
	（現）

（主）

（監）
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	営業所技術者等
	本工事の現場代理人、主任（監理）技術者と営業所技術者等との兼任
	無・有（氏名　　　　　）
	

	
	
	

	
	【建設業法施行令第27条第２項の規定による技術者の兼任に係る県確認欄】
　　　　　　　　確認日　　　　　　　　月　　　　日

　　　　　　　　兼任工事発注者
	

	現場代理人等の兼任に関する注意事項

注１　他の公共工事の受注状況欄に本工事の現場代理人等が記載されている場合は、当該現場代理人等について兼任の申出があったものとする。
　２　営業所技術者等が現場代理人又は法第26条第３項第１号又は第２号に規定する主任（監理）技術者と兼任することは認められないので、留意すること。

　３　本工事の現場代理人等が、建設業法施行令第27条第２項の規定により、技術者の兼任を行う場合は、当該現場代理人等の備考欄に工事概要を記載すること。

（備考欄の記載例）　　兼任予定工事

　　　　　　　　　　　  場所：□□市○○町△番地地先

　　　　　　　　　　　　間隔：○．○km

４　１による現場代理人等の兼任の申出が受理され、又は兼任を解除したときは、被兼任工事が県工事の場合は当該通知の写しを被兼任工事の監督員に提出し、被兼任工事が県工事以外の場合は被兼任工事の監督員の指示に従い、その旨を報告すること。

（その他の注意事項は次項を参照のこと。）

	注５　現場代理人等が、新たに県以外の工事と兼任することとなった場合は、当該工事に従事していることが確認できる書類（例：県以外の工事の発注者に提出した書類の写し等）を本工事の監督員に提出すること。

６　記載にあたっては、次のとおりとすること。

ア　主任技術者及び監理技術者に係る資格区分欄は、法第７条第２号及び法第15条第２号の規定に対応する内容を記載する。

（記載例）

法第７条第２号イ該当者は「学歴」、ロ該当者は「実務経験」、ハ該当者は「２級土木施工管理技士」等具体的な資格名

法第15条第２号イ該当者は「１級土木施工管理技士」等具体的な資格名、ロ該当者は「指導監督的実務経験」、ハ該当者は「大臣認定」

イ　監理技術者補佐は、法第26条第３項第２号に規定する技術者を配置する場合に記載するものとし、資格区分欄は、次の記載例を参考に記載する。
　（記載例）

　　　法第７条第２号該当者のうち技術検定１級の第１次検定合格者は「技士補」

　　　法第15条第２号該当者は「監理技術者相当」

　　　建設業法施行令第28条第２号該当者は「大臣認定」

ウ　専門技術者は、法第26条の２第１項又は第２項に規定する技術者を記載する。
エ　担当技術者は、現場代理人、主任（監理）技術者、専門技術者以外の者で、主任（監理）技術者のもとで工程管理、品質管理その他の技術上の管理や技術上の指導監督を補佐し、本工事に専任する技術者を記載する。
オ　担当技術者を複数人配置する場合は、「担当技術者」欄を追加して記載する。
カ　副現場代理人は、現場代理人が休暇の取得又は講習等への出席により現場代理人の職務の執行が一時的に困難となる期間内において、現場代理人の職務を代行する者を記載する。

７　本通知書に必ず下請負予定届出書（別紙１）を添付すること。
８　地方機関の長は、必要と認めるとき関係資料の提示を求めることができるものとする。
９　主任（監理）技術者及び監理技術者補佐については、資格区分欄に記載の資格を有することを証明する資料を添付すること。（監理技術者及び監理技術者補佐については、監理技術者資格者証の写しを添付すること。）
10　工事請負契約書第10条第２項に規定する現場代理人の権限のうち、現場代理人に委任せず、受注者自ら行使しようとするものがある場合は、その権限の内容を現場代理人の備考欄に記載すること。

11　現場代理人等の変更を通知する場合は、新、旧現場代理人等をそれぞれ記載し、備考欄には「新」、「旧」と記載すること。

12　現場代理人については、開札日の前日以前に受注者と直接的な雇用関係があることを証明する資料を添付すること。
13　監理技術者又は主任技術者とは別に、同等の要件を満たす技術者を専任で１名現場に配置を求められた場合は、「担当技術者」欄の次に「追加技術者」欄を加え、「他の公共工事の受注状況」の「現場代理人、主任（監理）技術者」を「現場代理人、主任（監理）技術者、追加技術者」とし、当該現場代理人及び技術者について記載するものとする。
14　副現場代理人が工事請負契約書第10条第３項の規定により現場代理人の職務を代行する場合は、受注者は必ず副現場代理人による現場代理人の職務の代行について（別紙２）により監督員に通知すること。
15　副現場代理人が、現場代理人を代行する期間内に、本工事の現場代理人との兼任が認められない他の公共工事の現場代理人等として配置されている場合は、現場代理人を代行できないものとする。
16　14により通知のあった期間及び事由が、工事請負契約書第10条第３項の規定を鑑みて著しく不適当であると認められる場合は、監督員は受注者に対し、現場代理人の交代を求めることができるものとする。
　　 17　本件工事において配置する監理技術者が法第26条第３項第１号に規定する監理技術者である場合は、本通知書に必ず「人員の配置を示す計画書」を添付すること。

　　 18　本件工事において配置する監理技術者が法第26条第３項第２号に規定する監理技術者である場合は、本通知書に必ず法第26条第３項第２号に規定する監理技術者及び監理技術者補佐の状況について（別紙３）を添付すること。
     19　17及び18により通知した内容に変更が生じる（予定を含む。）場合は、あらかじめ本通知書を提出し、発注者の確認を受けること。
　　 20　監理技術者又は主任技術者を専任で配置する必要がある工事において、営業所技術者等との兼任の項で「有」を選択した場合は、本通知書に必ず「人員の配置を示す計画書」を添付すること。


